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はじめに 
 
半世紀ぶりの大幅改正と称され、監査役

（会）と監査委員会との「選択制」の導入な

ど、米国型機関構造の導入を柱とする、いわ

ゆる商法抜本改正法が平成14年5月22日に
成立し（平成 14年法律第 44号）、来たる平
成 15年 4月 1日から施行されることとなっ
た。この約半年前の平成 13年 12月には、監
査役機能の充実強化を図る立法が施されたば

かりであり（企業統治に関する商法等改正：

平成 13年法律第 149号）、今後、企業は、
監査役制度を引き続き採用するか委員会制度

採用会社（以下、委員会等設置会社）に移行

するかの判断を迫られることから、制度間競

争の時代が到来したといわれている。 
 日本監査役協会は、近年の世界的なコーポ

レート・ガバナンス議論の高まりを背景に、

海外に調査団を直接派遣して、見識者、実務

家等と意見交換を行い、コーポレート・ガバ

ナンスの最新の動向把握に努めてきた。一昨

年の米国、昨年のフランス調査がそれである
（注1）。上述のとおり、現在、わが国ではコー

ポレート・ガバナンスの議論は商法改正とい

う形での帰結を見るに至っている。その意味

で、わが国では、少なくとも商法上は、コー

ポレート・ガバナンスは「議論」する段階か

ら「実践」する段階へと移ったともいえる。 
 このような状況を受けて、我々は、既に監

査役制度と監査委員会ほか米国型各種委員会

制度との選択制を商法で規定している韓国

（後述するように、証券取引法においては一

定資産規模以上の会社について監査委員会の

設置と社外取締役の選任を義務付けている）

の先例について、調査団（以下、当団）を結

成して調べることとした。韓国の経験から、

わが国にとって何らかの示唆と教訓を汲み取

ることができるであろうとの期待からである。

訪韓にあたり、当団の問題意識および念頭に

置いていた事項は次のとおりである。 
① 韓国は、商法ほか法制度並びに社会的基

盤において日本と多くの類似性・共通性

を有することから、韓国における米国型

企業統治の機能状況を検証することに

よりわが国への示唆を探ることは、大い

に有意義ではないか。 
② 特に、監査機能がどのように作用してい

るのかは興味深い。当協会が主張するよ

うに、監査委員会による監査では、監査

役監査に代替する監査機能を果たし得

ないのではないか（注 2）。 
③ 韓国では、俄かに社外取締役を一定割合

以上選任するよう義務付けられたが、社

外取締役の機能状況はどうか。 
④ 委員会制度の機能状況はどうか。機能し

ているとすれば、何が機能させているの

か。また、機能させている会社とはどの

ような会社なのか。 
⑤ その他、わが国企業の制度選択に参考に

なることは何か。 
⑥ 当団の直接的な目的ではないが、韓国は、

1997 年のアジア通貨危機の余波を受け
て IMF(国際通貨基金)による金融救済を
甘受したものの、短期間のうちに経済復

興を成し遂げた（注3）。このことから、コ

ーポレート・ガバナンスの改革と業績回

復との関係がどのように認識されてい

るか。 
以上のことは、主にコーポレート・ガバナ

ンス（注 4）に関する韓国企業の運用状況など、

実態的な側面に関する疑問が中心である。し

たがって、当団は、中でも、実務家との面会

を機会に、これらについて実証的に検証を試

みることに注力した。しかしながら、後述の

ように、韓国では、財閥によるグループ経営

が経済社会に強い影響力を有しているなど韓

国固有の経営環境の存在もまた考慮しなけれ

ばならないことから、韓国を単純に日本の映
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商法典の制定後、韓国商法は 80 年代に一
度、90年代に入り数次に亘り改正が行われて
いる。84年の改正は企業経営に影響を与える
重要な改正としては実質的に初めて行われた

改正であり、会社法と経済実態との乖離を埋

めるべく実業界の要請を受けて行われ、資金

調達の円滑化、取締役会の機動性確保などが

講じられた。90 年代に入ってからの改正は、
後述する IMF 等国際機関からの米国型コー
ポレート・ガバナンス導入の要求を受けた改

正が行われたものの、改正の主たる動機は、

経営の機動性確保、企業活動のグローバル化

への対応、経営の透明性確保等に関するもの

である。企業組織再編法制をはじめ、90年代
後半にわが国において行われてきた改正内容

を踏襲したものも少なくない。 

し鏡として捉えることは適当ではなく、した

がって、当団の検証作業も慎重さを伴うもの

であった。 
  
１．韓国の会社法制とコーポレート・ガバ

ナンス 
 
(1) 会社法制の生成と展開 
 韓国会社法制の源泉を辿るとき、日本によ

る統治時代を繙かざるを得ない。19世紀末以
降、西欧列強諸国に後れて日本も帝国主義に

基づく植民地支配を推進した過去がある。

1905年、伊藤博文を初代統監とする韓国統監
府、1910 年の韓国併合（注 5）により朝鮮総督

府がそれぞれ設置され、日本は朝鮮半島の軍

事・行政の全てを統括するに至った。法制に

関しては、翌 11 年に「朝鮮に施行する法令
に関する法律」の公布により、朝鮮総督府に

立法権が付与され、これに基づき同年「朝鮮

民事令」が発布され、日本の明治 32 年商法
典（新商法）がそのまま適用されることとな

った。この商法を韓国では「依用商法」と呼

んでいる。依用商法は、大戦後韓国が解放さ

れ、大韓民国が樹立された 1948年以後、1962
年に韓国商法典が制定されるまでの約半世紀

もの間、適用されることとなった。 

なお、韓国商法はわが国商法に基盤を置く

ものであり内容的にも共通性が高いといえよ

うが、幾つもの韓国商法に独自の規定が散見

される。例えば、 
① 授権資本枠の縮小（最低発行資本の 2倍、
日本では 4倍） 
② 法定準備金の資本組入れを株主総会の

権限（日本は取締役会の権限）とする 
③ 取締役の違法行為差止請求権を少数株

主権（日本では単独株主権）とする 
 韓国が独自に商法典を制定したのは 1962
年であるが、これは、ドイツ法系に属する依

用商法を下敷きに、英米法の諸制度を継受し

たものであった。この商法典は、当時の会社

を取り巻く経済社会の実務的要請に立脚する

ものではなく、会社法制としての理論的な模

型を像として成文化されたものであった。そ

のため、韓国経済が 70 年代に軽工業から重
化学工業へ（注6）、そして 80年代後半以降ハ
イテク産業へと産業構造の転換が進む過程の

中で、商法典制定後間もなくして会社法と経

済実態との乖離を生じ、それが次第に拡大す

ることとなった。 

④ 監査役選任の際の議決権行使について、

発行済株式総数の 3％を上限とする制限
を設ける 
などである。 

 
(2) 韓国のコーポレート・ガバナンスの特
徴 

韓国のコーポレート・ガバナンスはどのよ

うな問題を抱え、また、どのような特徴があ

るのだろうか。今回の面談を通じて、多くの

方々から指摘された事項について整理するな

らば、次のことが浮き彫りにされよう。 
① 一部の大株主など、特定の支配的株主に
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よる経営に対する過大な影響力の排除 
② 一般株主の利益保護の強化、少数株主権

の強化（特に近年） 
①については、多くの韓国企業において特

定の支配的株主が存在し、創業オーナーやそ

の親族が、自らの出資とグループ系列企業を

通じた間接支配による影響力を背景として、

グループの経営を実質的に支配する（注7）とい

う財閥経営の実態を反映するものである。韓

国では、一般に企業は財閥グループを形成し

ており、財閥の経済活動が企業社会全般に大

きな影響を及ぼすだけでなく、国民経済の中

心的な役割を果たす存在となっている。 
財閥は、グループオーナー（＝会長）を頂

点とする一極指導体制を敷き、グループ拡大

指向と売上至上主義に基づく大規模なグルー

プ企業経営を展開した（注8）。このような経営

が韓国経済の急速な発展に大きく寄与してき

たことは確かであるが、その一方、財閥が過

度に独占的・寡占的資本を形成し、市場支配

を行うことがないよう、政府の経済政策にお

いても財閥の経済力集中を排除するためのコ

ントロールが行われたのであった。 
このように、株主は同時に経営者でもある

（株主＝経営者）という株式所有構造と支配

株主による族閥的な経営支配構造において、

韓国では、健全な企業の育成と発展を図るべ

く、経営者による独善的・専断的経営に対す

る牽制と抑制をどのように行うべきかという

ことが永年の課題とされてきたのである。 
②については、経営活動のグローバル化、

韓国市場の開放化と規制緩和の流れに伴い、

経営に対する監視機能の強化を図る方策とし

て、一般株主による経営監視を促進しようと

の意図によるものである。なお、韓国の商法

は 62年の商法典制定時より少数株主の監督
是正権と会社情報の収集権を確保すべく各種

の権限が規定されてきたものの、その持株要

件は総じて発行済株式総数の 5％と高く設定

されてきた（注 9）。90年代後半以降、少数株
主権の大幅な緩和を図るための商法および証

券取引法の改正が相次いで行われた（注 10）ほ

か、会社内部の経営監視機能に関しては、日

本と同様に監査役権限の強化・充実が図られ

ており、商法および証券取引法において、所

要の改正が行われている（注 11）。 
なお、韓国では監査役選任の際の議決権行

使について、発行済株式総数の 3％を超過す
る株式保有分について議決権行使が制限され

ているほか、後述するように、証券取引法の

規定により、監査委員の選任についても同様

の議決権制限が規定されている。このような

規定はそもそも株主平等の原則に反するもの

であるが、選任における監査役あるいは監査

委員の独立性を確保させるため、基本原理を

犠牲にすることと引き換えにして得た特別の

規定であるといえよう。 
上記①および②が意味するところは詰まる

ところ、韓国のコーポレート・ガバナンスの

本源は、会社のオーナーほか一部の大株主に

よって株式所有権を基礎とした揺るぎない経

営権が掌握されているという特殊な企業統治

構造の中で、如何にして個々の企業の自律性

と独立性を確保し、経営に対する適切な監視

監督機能が働くガバナンスを構築するかとい

うことに所存していることを示すものと思わ

れる。 
 
２．米国型機関構造の導入 

 
(1) 財閥経営の行き詰まり 
① 財閥と官治金融 

 韓国の経済社会について考えるとき、財閥

の存在を抜きにして論じることはできない。

韓国では、財閥主導により経済成長が牽引さ

れてきただけでなく、財閥の経済活動によっ

て構築された社会的・経済的ネットワークは

国民経済のインフラを形成しているといって
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も過言ではない。財閥勃興の歴史は、同時に、

韓国経済浮沈の歴史でもあったのである。 
財閥の多くは朝鮮動乱（1950～53 年）に
より国土が荒廃し、経済再建を一からスター

トさせてゆく中で勃興した。一時期を除き、

韓国の歴代政権が採った経済運営は銀行を国

有化することによる政策金融の掌握であり、

重化学工業を中心とする産業資本を育成し、

政府が掲げる経済政策を推進・達成すること

に主眼が置かれた（注12）。政府が金融を独占・

掌握するというこのような金融支配は「官治

金融」といわれ、銀行支配と産業育成は国家

主導により行われた。これは、財閥の経済力

の肥大化を抑制するためでもあった。なお、

金融経済危機で明らかになった金融セクター

の競争力低下は、このように、官による金融

支配が長年行われてきたことに起因するもの

であるといわれている。 
他方、このように金融を官が統治するとい

う特異な資金供給システムは、企業の資金調

達のみならず、グループ企業集団の資本構成

にも歪んだ影響を及ぼすこととなった。まず、

資金調達については、財閥グループ内部での

系列会社相互の債務保証・支払保証による出

資への依存に傾斜し、このようなグループ企

業集団内部での循環的相互出資の膨張の行き

着く結果として、会社資本の空洞化と財務体

質の脆弱化を招来した。資本構成については、

同じくこうした循環的相互出資の結果として、

グループ内部の企業が相互に複雑化した資本

関係を形成し、出資による支配・従属の関係

が無秩序と化したことである。この結果、グ

ループ企業集団全体が相互出資による“資本

の連鎖”で繋がれ、それらが一つの経済的同

一性を有した“運命共同体”的な企業群を形

成したのである。そこではもとより個別企業

による主体的・自律的な経営遂行が維持され

るものではなく、結局のところ、総帥たる財

閥オーナーに低比率の直接的持株比率ながら

も（注 13）間接的持分を経由したグループ全体

に対する族閥的支配を許したのである。 
 
② 財閥経営の特徴 
上述のとおり、韓国財閥・株式会社の特徴

は、株式所有が集中し、かつ未分散であるこ

とに起因する所有経営者による族閥的な経営

が行われることにある。しかし、そもそも如

何なる株式所有構造であろうとも、それ自体

がコーポレート・ガバナンスの問題として顕

在化することはないものと思われる。何故な

らば、コーポレート・ガバナンスについて株

主と会社との関係でいえば、会社の所有者た

る株主と経営を担当する取締役との間の委任

契約の履行が独立した立場で適切に行われて

いるかどうかが問題であり、株式構成そのも

のは直接的に問題とはならないと考えるから

である。この点で、韓国財閥の場合、株式所

有者と経営者とが同一主体にあったとはいえ、

その立場において独立性を有しておらず、所

有と経営が渾然としていたことに問題があっ

た。 
さらに、コーポレート・ガバナンスは会社

の内部関係においては経営管理機構の構築と

運用、会社外部との関係においては企業経営

の透明性が確保され、そのための情報開示が

行われ、説明責任が果たされているかどうか

についても検討されなければならないが、韓

国財閥はこの点についてもコーポレート・ガ

バナンスが働いていなかったのである。 
財閥の経済活動については、企業部門にお

ける経営の健全性と効率性を損ない、金融危

機を引き起こした一因であるとの批判が向け

られており、IMF管理体制下において財閥に
ついて指摘された批判とは、次のことであっ

た。 
ア）グループオーナーは経営責任を免れるた

めに商法上の取締役に就任することなく、

実質的に経営を支配した（注 14）。主要な
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グループ系列会社のトップに創業者一族

を就任させるほか、グループ外から経営

専門家を招聘してあたらせるなど、人事

権を通じた影響力を行使した。 
イ）所有者＝グループオーナーによる独善

的・専断的同族経営が行われたため、所

有と経営、あるいは経営と監視監督機能

が融合・一体化し、ガバナンスが不在で

あった。 
ウ）企業経営の透明性が確保されていなかっ

た。 
エ）資金調達を系列企業間相互による多額の

支払保証や債務保証に依存したほか、慢

性的な借入金依存経営が経営を圧迫し、

高水準負債比率、低水準利益率の非効率

経営に陥った。 
 さらに、従来韓国の産業・経済には様々な

規制が課され、財閥は社会の裏と表とを問わ

ず時の権力者に接近することによって特恵を

享受していたともいわれており、「政経癒着」

といわれるこのような財閥と政治との関係が、

コーポレート・ガバナンスの健全な発展を阻

害してきたことも否定できない。 
以上のような財閥経営は、企業活動のグロ

ーバル化と韓国市場の自由化という潮流の中

で相対的に企業競争力の低下を招くこととな

ったのである。97年に惹起された通貨経済危
機は、このような経営の不透明性・非効率性

のうえに、財閥の連鎖倒産に端を発した企業

信用不安が引き金となり、誘引されたもので

あった。 
 
（2）IMF管理体制における企業改革 
① IMFの要求と政府の財閥政策 
 97年末に、韓国は IMFの救済金融を受け
ることとなった。IMFは融資条件として、韓
国に対してグローバル・スタンダードに合致

する改革を要求し、98年 2月、韓国政府が以
後 3年間に遂行すべき 4つの政策課題を設定

した。その内容は、 
ア） 高金利の是正と予算削減等の緊縮政策 
イ） 金融部門の構造調整 
ウ） 財閥・労働改革 
エ） 貿易及び資本市場の自由化 
であり、経済全般に係わる構造改革を迫るも

のであった。 
さらにその後、IBRD（国際復興開発銀行）
は韓国企業が目指すべき改革の方向性として、 
オ） 結合財務諸表の作成（内容は後述） 
カ） 社外取締役制度の導入 
キ） 監査委員会制度の導入 
ク） 少数株主権の強化 
について強く勧告した。なお、この勧告にお

いて、監査委員会についてはOECD（国際協
力開発機構）の「コーポレート・ガバナンス

原則」（95年）およびALI（米国法律協会）
の「コーポレート・ガバナンスの原則―分析

と勧告」がモデルとして提示されている。 
未曾有の国家的危機状況のもと、改革の遂

行は政府主導により強力に進められ、財閥改

革を掲げて政権の座についた金大中大統領は

当選直後から改革に着手し、98年 1月に五大
財閥（注 15）の総帥との間で「五大原則」に合

意した。その内容は、 
ア）企業経営の透明性の向上（結合財務諸表

の作成、会計基準の国際基準への調和な

ど） 
イ）系列企業間の相互債務保証の解消（個別

企業の自律的独立の促進） 
ウ）財務構造の改善（グループの負債比率を

99年末までに 200％以下に圧縮）、不採
算企業の退出と再生（注 16） 
エ）業種の専門化（主力業種への経営資源集

中と不採算事業からの撤退（注 17）） 
オ）支配株主および経営陣の責任強化（経営

層の責任回避阻止と責任の明確化） 
である。 
さらに、この「五大原則」に追加する形で
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98年 8月に「追加三原則」が公表された。そ
の内容は、 
カ）五大財閥の金融圏支配力の抑制 
キ）系列企業間の循環的出資と不当内部取引

の抑制 
ク）変則相続・贈与（注 18）の防止 
である。これらは企業部門の改革の基本方針

に位置付けられ、各種の制度改革が進められ

た。これらの中には、本来、企業の任意と自

主性に委ねられるべきものも含まれるが、政

府の強力な統制力のもとに改革が遂行された

のである。 
 
② 企業支配構造模範規準 

 企業のコーポレート・ガバナンスを改革し

ようとの直接的な契機は IMFや IBRDなど
外部の国際機関からの強い要求によるもので

あった。その一方で、韓国国内からコーポレ

ート・ガバナンスの改善を図ろうとする気運

が高まり、99年 3月、民間人、金融界、法律
家、会計専門家、学者などで構成される「企

業支配構造改善委員会」が発足した。この委

員会は、韓国の企業に適合する、いわば韓国

型コーポレート・ガバナンスを自律的に模索

するものであった。同委員会は当初予定のと

おり、半年後の 99年 9月に報告書「企業支
配構造模範規準」を取りまとめ、公表した。

これは、韓国企業のコーポレート・ガバナン

スのガイドラインとしての性格を持つもので

ある。その内容の骨子は次のとおりである（注

19）。 
ア）社外取締役の選任 
  取締役会の独立性が維持し得る員数の選

任を行うべきとされ、特に金融機関と大規

模公開企業については、取締役総数の 2分
の 1以上かつ 3名以上とすべきである。資
格要件については、会社、支配株主等との

間で社外取締役としての独立性を阻害する

利害関係がないこと。また、選任に関して

は、社外取締役が過半数を占める「社外取

締役候補推薦委員会」を設置すべきである。 
イ）内部委員会の設置 
  取締役会は、必要に応じて監査委員会、

運営委員会、報酬委員会等の委員会を設置

することができる。 
ウ）監査委員会の設置 
 ｉ）委員会の構成と資格 
金融機関、大規模公開会社は監査委員

会を設置することが望ましい。ただし、

監査委員会を設けた場合は、監査役を置

くことができない。監査委員会の構成に

ついては、3 名以上の取締役によって構
成され、うち委員長を含む 2名以上が社
外取締役であること、委員の 1名以上は
監査業務の専門家であること。 
ⅱ）監査委員会の職務内容 
業務執行の適法性監査、財務の健全

性・妥当性および財務報告の正確性の検

討、重要な会計処理基準および会計方針

変更の妥当性の検討、内部統制システム

の評価、内部監査にかかわる責任者の任

免に関する同意、外部監査人の監査業務

に関する評価、外部監査人の候補者の推

薦、外部監査人が指摘した事項に関する

措置の確認、について少なくとも行うべ

きである。 
このほか、外部監査人は監査対象企業に不

正行為・違法行為の存在有無の確認に努力す

べきこと、企業の存続可能性について考慮す

べきことなどが提示されている。 
 この企業支配構造模範規準は、その後行わ

れた商法、証券取引法等の法改正に少なから

ぬ影響を及ぼすこととなった。 

 

３．社外取締役制度および監査委員会制度

の導入 

 

(1) 社外取締役制度 
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① 有価証券上場規程 
 IMF、IBRDなどからの要求に基づくコー
ポレート・ガバナンスの改革の一環として韓

国において初めて社外取締役制度が導入され

ることになったのは、98年 2月の証券取引所
の内部規則である「有価証券上場規程」の改

正によるものである。この規程により、上場

会社については取締役総数の 4 分の 1 以上
（最低 1人）の社外取締役を選任すべきこと
とされ、同規程に違反した場合は上場廃止基

準とされた。 
 
② 商法 
 後述するように、98年 12月の商法改正に
より監査委員会制度が導入され、監査委員会

は 3名以上の委員で構成し、特殊利害関係人
など一定の者の合計が委員の 3分の 1を超え
てはならないとされた。なお、韓国商法では

これら「一定の者」に該当する者の要件（注20）

を列挙するにとどまり、社外取締役について

の積極的定義規定を置いていない。したがっ

て、一般にこれら「一定の者」に該当しない

者を概念的に商法上の「社外取締役」と考え

られている。 
 
③ 証券取引法・銀行法 
 2000 年 1 月の改正において、証券取引法
上に初めて社外取締役制度が導入されること

となった。即ち、社外取締役について定義規

定が置かれ、「当該会社の常務に従事（注 21）

しない取締役として 54条の 5または 191条
の 16（注22）の規定により選任される者」とさ

れた。 
ア）大規模公開会社に対する選任の強化 
上記証券取引法の改正により、有価証券上

場規程に盛り込まれた上場会社に対する取締

役総数の 4分の 1以上の社外取締役選任義務
が証券取引法に規定されたほか、大規模公開

会社について選任義務が強化され、資産総額

2兆ウォン（約 2,000億円）以上の証券会社
および上場・登録法人、さらには銀行法上の

金融機関については、取締役総数の 2分の 1
以上（最低 3名）になるように選任すること
が義務付けられた。なお、社外取締役の資格

要件については商法と同様に積極的定義規定

を置くことはせず、社外取締役の不適格要件

を詳細に規定するにとどまる。 
 
イ）社外取締役候補推薦委員会 
総資産が 2 兆ウォン以上の証券会社と上
場・登録法人、および銀行法上の金融機関に

ついては、社外取締役が総員数の半数以上に

なるように構成された「社外取締役候補推薦

委員会」の設置が強制され、この委員会の推

薦を受けた候補者の中から、株主総会におい

て社外取締役を選任すべきこととされた。こ

れは、社外取締役候補者の指名委員会ともい

うべき性格のものであり、社外取締役選任の

透明性と社外取締役の独立性確保を制度的に

保障しようとするものである。  
このように、韓国では上場法人に対する立

法規制の一つとして、証券取引法が商法を補

完する大きな役割を果たしていることが注目

される。即ち、本来商法において規定するこ

とを本論とすべき事項であっても、法の適用

を受ける対象会社の範囲を目的的に設定・画

定させるために、商法の特例法として証券取

引法に立法を委任していることである。この

ような立法対応により、一般規定である商法

から乖離した証券取引法規定が見られなくも

ないが、他方、政策目的に適う柔軟な立法政

策を実現させていることも否定できない。 
 
（2）監査委員会設置の「選択制」と「義
務化」 

① 委員会制度の導入 
 韓国では、99年 12月の商法改正により、
株式会社一般について、定款規定に基づき如
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何なる委員会であれ、これを任意に設置する

ことが可能とされた。監査委員会については、

会社は定款の規定にしたがって監査役に代え

て監査委員会を設置できるとされている（注

24）。わが国の商法抜本改正法と同様、監査役

と監査委員会の「選択制」が採用されている

のであるが、その導入については、韓国はわ

が国を 3年余り先んじることになる。 
 この直後の 2000年 1月、証券取引法が改
正され、総資産 2兆ウォン以上の金融機関お
よび上場・登録法人については、社外取締役

制度とともに監査委員会の設置が義務化され

た。つまり、監査委員会を設置する会社のパ

ターンは、証券取引法上の監査委員会設置義

務会社のほか、金融機関でない会社または総

資産 2兆ウォン未満の会社が任意に監査委員
会を置くケースの 2通り存在することになる。
なお、面談時に提供された韓国上場会社協議

会（注25）の調査によれば、2002 年 6 月現在、
全上場会社669社のうち監査委員会設置会社
は合計 112社（16％）であり、その内訳は設
置義務会社が 75 社（67％）、任意設置会社
が 37社（33％）となっている。  
以下、委員会及び監査委員会について制度

を概観する。 
 
② 委員会および監査委員会制度の内容 
ア）委員会一般（商法規定） 
ⅰ）委員の構成・資格要件 
   商法では、取締役会内の内部委員会は

2 名以上の取締役によって構成されると
の規定があるのみで、資格要件や選任・

解任方法について特段の規定がない。し

たがって、委員の選任は定款に別段の定

めがなければ取締役会の決議であると解

される。 
 ⅱ）任期 
   委員としての任期に別段の定めはない。

なお、商法上、取締役と監査役の任期は

いずれも 3年である。 
 ⅲ）委員会の権限 
   取締役会は次の事項を除き、委員会に

権限を委譲できる。ａ）株主総会の決議

事項の提案、ｂ）代表取締役の選任・解

任、ｃ）委員会の設置及び委員の選任・

解任、ｄ）その他定款で定める事項 
 ⅳ）決議の効力 
   委員会決議事項は取締役会決議として

の効力が認められるが、取締役会は委員

会決議を再決議する権限を有する。した

がって、取締役会において委員会決議を

覆すことが可能である。 
 ⅴ）運営 
   委員会の招集、決議方法については取

締役会に関する規定が準用されている。

したがって、各委員に招集権があり、招

集権者を定めた場合はその者が招集する。

決議は委員過半数の出席により、出席委

員の過半数決議によって行う。 
 
イ） 監査委員会 
 ⅰ）委員の構成・資格要件 
  ａ）商法 

3 名以上の取締役によって構成され、
特殊利害関係人など一定の者の合計が

委員の 3分の 1を超えてはならない。 
  ｂ）証券取引法 
    構成員数に関する規定はない。ただ

し、委員の 3分の 2以上を証券取引法
に定められる社外取締役で構成しなけ

ればならない。 
 ⅱ）委員の選任・解任 
  ａ）商法 
    選任方法に関する規定はないが、委

員会は取締役会内の組織であることか

ら取締役会で選任されると解される。

選任の決議要件についても規定がない。

したがって、定款で決議要件を高めな
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  ａ）代表者の選任 い限り、取締役の半数以上の出席によ

る過半数決議による。     監査委員会は、その決議（委員過半

数出席による過半数決議）により代表

者を定めなければならない。なお、証

券取引法および銀行法では、資産総額

2 兆ウォン以上の上場会社と金融機関
の監査委員会については、委員長は社

外取締役としなければならないとされ

ている。 

    委員会の委員たる地位の解任につい

ては、取締役会の 3分の 2以上の決議
による。     

  ｂ）証券取引法 
「社外取締役である監査委員」につ

いては株主総会で選任される。ただし、

商法における監査役の選任時と同様（注

26）、100分の 3以上の超過する保有分
について議決権行使が制限される。 

  ｂ）監査委員会は、会社の費用をもって

専門家の助力を得ることができる（商

法） さらに、上場・登録法人の場合には、

「社外取締役でない監査委員」の選任

および解任の際の議決権制限がさらに

厳格化され、複数人による合計持株数

が基準とされた。即ち、最大株主とそ

の特殊関係人、その他大統領令（注 27）

で定める者が所有する株式の合計が発

行済株式総数の合計が100分の3以上
を超える場合、その超過分の株式につ

いて議決権が制限されている。 

 なお、社外取締役選任および監査委員会設

置等の法規制について整理すると、下表のと

おりである。 

ⅲ）任期 
   商法、証券取引法ともに別段の定めは

ないが、取締役の任期は 3年以下である。 
 ⅳ）権限・義務 
   監査役の権限・義務とされている各種

権限規定について、監査委員会にそのま

ま準用している。わが国の商法抜本改正

法と同様の措置である。 
 ⅴ）運用 
   商法上、監査委員会の運用について別

段の定めがない。したがって、取締役会

の内部委員会一般の運用に従うことにな

る。つまり、委員会の招集、決議方法、

議事録等に関する規定などが準用される。 
 ⅵ）監査委員会に関する特別規定 
   監査委員会については、他の委員会規

定と異なる次のような規定が置かれてい

る。 
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資産規模 上場の別 業種の別 社外取締役の 
選任義務 

監査委員会／ 
監査役の設置 

上場 全ての会社 

証券会社 
金融機関 

○取締役総数の 2分
の 1以上になるよ
う（少なくとも 3
名以上）社外取締役

を選任 
○「社外取締役候補推

薦委員会」の設置 

○監査委員会の

設置義務 総資産 
2兆ウォン 
以上 

非上場 

その他 なし 

上場 全ての会社 

証券会社 
金融機関 

○取締役総数の 4 分
の 1 以上になるよ
う（少なくとも 1
名以上）社外取締役

を選任 

総資産 
2兆ウォン 
未満 非上場 

その他 なし 

○監査役の選

任。ただし、

監査役に代え

て監査委員会

の選択的任意

設置可 

 
（3）その他の改革 証券取引法改正と 98 年の商法改正により少

数株主権の要件緩和が図られたほか、株主提

案権が新設されるなど、少数株主による経営

監視機能の強化が図られている。これは、金

融危機を引き起こした原因が、企業に対する

牽制機能が効果的に働かなかったとの教訓に

よるものであり、IMF、IBRDなど国際機関
から指摘されたことでもあった。 

 社外取締役制度の導入および監査委員会の

導入・義務化のほか、次の重要な改正が行わ

れた。 
①「事実上の取締役」の責任の明確化 
 商法上の取締役に就任せずに会社の経営を

事実上支配する現状が経営の不透明さおよび

これらの者の責任回避を招いているとの認識

から、取締役に業務執行を指示するほか、直

接的に業務執行を行っている支配株主、また

は経営権を事実上行使する者を取締役と見な

し、会社および第三者に対して取締役と連帯

して責任を負うことを明文化した。この規定

により、財閥オーナーなど支配株主が経営の

一線に現れるという一定の効果が見られたと

のことであった。 

例えば、株主代表訴訟は 62 年制定の商法
典に規定されていながら 30 年以上もの間一
度も提訴されたことがないという状況であっ

た（注28）が、株主代表訴訟の持株要件を含め、

改正商法において、株式会社一般の少数株主

権の持株要件について、概ね3％あるいは1％
へと要件の緩和が図られた。さらに、証券取

引法において上場別、資産総額別、証券会社

向けにそれぞれ細分化されたさらなる詳細な

持株要件が定められ、権利行使基準が大幅に

緩和されることとなった。 

 
② 少数株主権の強化 
近年、少数株主権が強化されてきたことは

既に述べたとおりである。97年、翌 98年の このように、少数株主権は一連の商法およ
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ⅱ）監査報告書に記載すべき事項を記載せず、

または虚偽の記載をした場合 
び証券取引法の改正によって事案に応じた権

利行使要件の設定による差別化が図られたほ

か、上場の別・資産規模の別・業種の別に対

応する区分別の持株要件が設定されたことか

ら、まさに少数株主にとって現実性と実用性

を帯びた権利強化が図られたのである。 

ⅲ）取締役の職務遂行に関して不正の行為又

は法令若しくは定款に違反する重大な事

実を発見したにもかかわらず、監査役ま

たは監査委員会に報告しなかったとき 
 ⅳ）会社が企業会計基準に違反して会計処理

を行ったことを発見したにもかかわらず、

監査役または監査委員会に報告しなかっ

たとき 

③ 外部監査制度の強化（商法の特例法） 
ア）結合財務諸表 
 「株式会社の外部監査に関する法律」（注29）

（以下、外監法）では、総資産 70億ウォン
以上の株式会社に対して個別財務諸表の作成

と、支配会社についてはこれとは別途、連結

財務諸表の作成を義務付けている。しかし、

連結財務諸表の対象会社の範囲は支配会社の

持分比率を基準に設定されることから、韓国

企業特有の株式所有・支配構造においては、

企業集団の実態が充分に反映されないという

問題を生じていた。そこで、法律上は独立し

た法人であるが、特定の法人・個人によって

事実上支配されている会社についてその経済

的同一性を認め、その企業集団に所属する全

ての企業の財務諸表を結合して作成する財務

諸表が考案された。この財務諸表を結合財務

諸表という。結合財務諸表は独占禁止法に規

定する基準を満たした企業集団が作成すべき

ものとされ、その集団財閥グループの財務状

況の開示を目的とした韓国独自の財務諸表で

あり、98年の外監法の改正により導入された
ものである。 

 
ウ）外部監査人選任委員会 
 先述のとおり、外監法上、総資産 70 億ウ
ォン以上の株式会社については会計士による

外部監査を受けなければならないが、外部監

査人を株主総会で選任する場合には、ⅰ）監

査役、ⅱ）社外取締役がいる場合には社外取

締役、ⅲ）支配株主とその者を除いた持株上

位 2名の株主、ⅳ）支配株主を除いて債権額
の多い上位 2つの金融機関がそれぞれ指名す
る者、で構成された委員会を設置し、この委

員会の提案に基づいて株主総会で選任すべき

こととされた。外部監査人の経営からの独立

性を確保させるためである。 
 
（4）わが国制度との相違 
 既に述べてきたことを含め、韓国の社外取

締役制度、委員会および監査委員会制度とわ

が国商法（特例法、抜本改正法を含む）にお

けるそれとの主要な相違点を整理すれば、お

よそ次のとおりである。  
イ）外部監査人の責任強化 ① 社外取締役の定義 
 上記外監法の改正により、外部監査人の罰

則強化が図られた。即ち、下記のいずれかに

該当する場合、3年以下の懲役又は 3千万ウ
ォン以下の罰金に処せられるとされた。 

韓国では、支配株主との関係や経営者との

親族関係など、当該会社の経営に影響を及ぼ

す可能性のある者について徹底した排除規定

を置いていることから、社外取締役の社外要

件を取締役としての独立性に強く求めている

といえる。これは、米国における独立取締役

の考え方のそれに近い。わが国の社外監査役

ⅰ）職務に関して不正な請託を受けて金品又

は利益を収受し、または要求し、若しく

は約束した場合 
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および商法抜本改正法における社外取締役の

社外要件が、過去における当該会社での勤務

経験の有無という形式的基準に求められてい

ることと大きく異なるものである。 
 
② 社外取締役の選任割合 
韓国では、社外取締役選任の数に関して取

締役総数を基準とした一定比率以上の選任義

務が課されるだけでなく、会社資産規模、業

種（金融機関か否か）に応じたさらなる厳格

な選任割合が設定されている。一方、わが国

商法抜本改正における委員会等設置会社では、

理論上、社外取締役は最低 2名で足りる。 
 
③ 「社外取締役候補推薦委員会」による推  

薦 
 上述のとおり、総資産 2兆ウォン以上の上
場・登録法人等については、社外取締役を選

任する場合、総委員の 2分の 1以上を社外取
締役で構成された委員会を設け、この委員会

の推薦を受けた者の中から選任しなければな

らない。 
なお、韓国上場会社協議会が上場企業に対

して行ったアンケートによれば、「社外取締

役候補者は誰の推薦によるものか」という設

問について、「大株主」と答えた回答が最も

多く 42％、続いて「会社役員」が 35％、「社
外取締役候補推薦委員会」が 16％であった。
この 16％という数字は監査委員会を設置し
ている会社の比率と同数であるが、これは、

社外取締役候補推薦委員会の設置義務基準が、

監査委員会の設置義務のそれと近似している

ためであると思われる。 
 
④ 社外取締役に関するディスクロージャー 
 証券取引法において、上場会社が株主総会

の招集を行うに際して、社外取締役選任議案

がある場合にはその者の氏名、略歴など、既

存の社外取締役についてはその者の取締役会

への出席率、議案への賛否いかん等の状況、

報酬に関する事項ほかについて、招集通知に

記載または公告（注 30）を為すか、これに代え

て情報通信網（いわゆるインターネット）に

掲載し、財政経済部令で定める場所に備え置

いて一般の閲覧に供さなければならないとさ

れている。 
 
⑤ 「執行役」の選任の有無 
 後述するように、現在、韓国では取締役の

平均人数が 10 名未満となっており、また、
今回の面談でも明らかになったように取締役

会の開催頻度については 1～2 ヶ月に一回程
度と少ないものの、ここで会社の意思決定が

行われているようである。業務執行について

は、運用上、「執行役員」とは称されていな

いものの、非登記の役員（注 31）が選任されて

おり、この者に業務の執行が任されているこ

とから、経営と執行については実態上分離さ

れているのが一般的なようである。 
 他方、わが国の委員会等設置会社において

は、執行役（要登記）を選任することが求め

られている。 
 
⑥ 監査役、監査委員の株主総会選任と議決

権制限 
 監査役の選任機関は当然に株主総会である

が、韓国では、監査役の独立性を確保するた

め、発行済株式総数の 100分の 3以上を有す
る株主は、その超過する保有分について議決

権が制限される。 
 なお、その根拠を商法に置く委員会につい

ては監査委員の選任機関は取締役会であるが、

上述のとおり証券取引法上の社外取締役であ

る監査委員については株主総会で選任される

ことを要す。さらに、上場・登録法人につい

ては社外取締役でない監査委員の選任・解任

についてもその選任の機関は株主総会である

ことを要す。したがって、上場・登録会社の
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 場合、監査委員の選任は常に株主総会で行わ

れることを要す。監査役と同様、監査委員の

選任機関を株主総会に残すことで、監査委員

の独立性を確保せしめようとする独自の規定

である。このことは、監査委員の選任に関し

ては二元制を採用するという変則を採ってい

ることを意味するものであり、実質的には二

元制が維持されていることに注意が必要であ

ろう。 

⑧ 代表者（委員長、議長）の選任 
 韓国では、監査委員会は、その決議により

代表者を定めなければならない。なお、証券

取引法および銀行法では、資産総額 2兆ウォ
ン以上の上場会社と金融機関の監査委員会に

ついては、委員長は社外取締役としなければ

ならないとされている。他方、わが国の委員

会等設置会社における監査委員会では、代表

者を定めることを要求されていない。  
 ⑦ 常勤監査役、「社外取締役でない監査委

員」の定義 ⑨ 取締役の任期 
わが国では、委員会等設置会社の取締役の

任期は 1年であるが、韓国では、委員会設置
会社であるか否かにかかわらず、商法規定の

原則に従い 3年以内である。 

韓国証券取引法では、常勤とは「常務に従

事する者」との定義がされており、かつて当

該会社への勤務経験がない者であっても、現

在常勤している者であれば「社内」常勤監査

役であり、「社内」（常勤）監査委員である。

つまり、常勤している者は全て「内なる者」

と判断され、社内としての扱いを受ける。プ

ラクティカルな解釈であるといえよう。 

 
⑩ 委員会設置の弾力性 
 わが国の委員会等設置会社モデルが、大会

社について監査、指名、報酬の 3委員会プラ
ス執行役制度の「セット選択」であるのに対

して、韓国の委員会制度は、株式会社一般に

ついて、取締役会の内部委員会として、如何

なる委員会を幾つ設置するかについても任意

である。 

なお、韓国証券取引法において総資産

1,000 億ウォン以上の上場・登録法人につい
ては常勤監査役の選任義務がある。監査委員

会については「常勤監査委員」の選任義務は

課されていないものの、金融機関については

金融監督院（注 32）の指導により、常勤の監査

委員を置くことが求められており、実際に、

金融機関では常勤の監査委員が選任されてい

る。 

 
⑪ 委員会決議の効力 
 わが国では、委員会等設置会社における各

種委員会の決議の効力は委員会限りでの決定

権を有する（したがって、取締役会で決議を

覆すことはできない）のに対して、韓国の委

員会におけるそれは取締役会で再決議するこ

とが可能である。 

また、その就任の前 2年内に当該会社の常
勤の役職員として勤務していた者は、常勤監

査役または社外取締役でない監査委員（つま

り、常勤の監査委員）に就任することができ

ないとされている。したがって、常勤監査役

あるいは常勤の監査委員に就任するためには、

その就任の前 2年以上、当該会社に全く勤務
していないか、若しくは少なくとも「常務に

従事しない役職員」でなければならないこと

を意味する。 

 
４．わが国への示唆 
―商法抜本改正法施行を前に― 

 
（1）社外取締役制度 
社外取締役制度は、企業の透明性確保と証
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券資本市場を重視した企業経営への変革を図

るために、コーポレート・ガバナンスの改革

の一環として IMF、IBRDなど国際機関から
の要求に基づき導入された制度である。従前

の取締役および取締役会制度が、本来果たす

べき機能を発揮していないとの判断によるも

のである。なお、先述のとおり、韓国では社

外取締役について証券取引法上「常務に従事

しない取締役であり、証券取引法の定めに従

って選任された取締役をいう」と定義されて

いることから、社外取締役は当然に非常勤の

ことを意味している。 
必要とされる社外取締役の選任比率につい

ても、先述したとおり、非常に高いハードル

が設定されているといえる。ここでは、韓国

上場会社協議会が 2002年 8月に行った社外
取締役に関する現況調査結果（以下、最新の

調査）を交えながら実態を概観し、制度につ

いて考察することとする。 
まず、社外取締役の選任については、ほぼ

全ての上場会社において選任が行われており、

1社当たりの平均は 2.17名である。社外取締
役の本業を職業別に見ると、「経営者」が

47%、「大学教授」が 18%、「弁護士」が 9%、
以下、会計士・税理士、公務員などとなって

いる。なお、同協議会が昨年 7月に行った別
の調査によれば、取締役の平均人数は、6.8
名であり、うち社外取締役の平均人数は 2.5
名となっている。選任比率の定めを満たすた

めに取締役の員数そのものを絞り込んでいる

実態が現れている。また、（社内）取締役に

ついては 4名置くケースが最も多く、社外取
締役については 2名置くケースが最も多くな
っている。 
人材供給に関しては、同協議会は社外取締

役の人材バンクを運営しており、人材情報を

データ・ベース化し、さらに会員企業に対し

てインターネット・ホームページを通じて情

報を公開し、人材の斡旋を行っている。非常

に開かれた運営が行われているといえる。同

協議会ではさらに、社外取締役候補者の人材

バンクへの登録について「証券取引法に規定

する欠格事由に該当しない者」を共通必須条

件とした上で、同協議会が独自に定めた 8項
目からなる「積極的資格条件」（注33）のうち、

1 項目以上に該当することを登録条件として
求めている。現在登録人数は 700 名を超え、
2000年以降は毎年 40名以上の成約実績を挙
げているという。 
なお、韓国では、産業、官庁、学会の間で

の交流が日本に増して盛んに行われているよ

うである。そのためか、産官学間での人材異

動についても比較的高い流動性が認められ、

この点で日本と社会的事情が異なっていると

いえる。 
また、最新の調査によれば、選任に関して

「社外取締役の推薦に当たり考慮する事項は

何か」との設問については、「専門性」と答

えた割合が圧倒的多数の 70%であり、続いて
「業界への人脈を持っていることなど対外的

渉外力」が 13%、「大株主との支配関係にな
いか」が 10%、「経営への協調性」が同じく
10%となっている（複数回答）。社外取締役
に対しては、面談者の多くからも専門性を背

景とした経営に対する助言を求める声が高か

った。 
 独立性の保持に関して、「最大株主または

経営陣からの社外取締役の独立性の程度はど

うか」との問いについては、経営側からの回

答であったためか、「非常に独立的である」

と「独立的である」の合計は 80%に達してい
る。この数字に関しては、数人の面談者から

「アンケートを逆手に取っている向きもあ

る」とのコメントもあった。 
 社外取締役の活動状況については、韓国証

券取引所が2001年12月に行った実態調査に
よると、社外取締役の取締役会への出席率は

69％であり、欠席理由として最も多い回答は、
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人材の確保に関しては、従来、上場・登録

法人の社外取締役、常務に従事しない取締

役・監査役の兼任について、3 社まで許容さ
れていたのを、2001年の証券取引法の改正に
より、2 社以内へと制限が強化されている。
社外取締役の活動環境の向上には役立つであ

ろうが、人材難問題はさらに高まっているよ

うである。 

時間の都合であった。また、同調査によれば、

社外取締役が取締役会において議案に反対票

を投じた事例があると答えた会社は 3.7％と
なっている。先述のとおり、社外取締役に関

しては、証券取引法において活動状況を開示

しなければならないとされていることから、

社外取締役の活動状況は高い透明性をもって

「ガラス張り」にされているといえる。 
 韓国では、経済危機という切迫した状況の

中で、コーポレート・ガバナンスの改善はシ

ステムの改革という「外科的治療」を梃子に

行わざるを得ず、その一環として導入された

のが社外取締役制度であり、委員会制度であ

った。このような制度の「衣替え」により、

結果的には特に海外から証券市場の信認を獲

得し、資金供給が円滑に行われるようになっ

た面もあろう。しかし、これは極めて外形的

かつメンタルな評価による結果であり、コー

ポレート・ガバナンスに起因する結果ではな

いものと思われる。何故ならば、コーポレー

ト・ガバナンスとは制度の問題ではないと考

えるからである。 

また、最新の調査によれば、社外取締役制

度の長所・短所として、次のことが示されて

いる。 
ア）長所 
ⅰ）大株主および経営陣を牽制することに

より、経営の合理化と透明性の向上に

寄与する。 
 ⅱ）社外取締役の客観性と専門性の活用 
 ⅲ）業界人脈の活用、企業イメージの向上 
 ⅳ）慎重な意思決定の支援 
イ）短所 
 ⅰ）取締役会開催日の選定に難を生じるな

ど、経営意思決定を遅延させる。 
 ⅱ）専門性と経験を兼ね備えた人材確保が

困難  結局のところ、社外取締役を選任すること

によって何を達成したいのかという問題に行

き着くが、韓国の場合、それは独立性、専門

性そして経験であり、専門性と経験を持った

人材による経営アドバイス・助言を得ること

が最も期待されていることであった。こうし

た期待はわが国においても同様に当てはまる

ことであろうが、必ずしも社外取締役を選任

しなければ達成することができないというも

のではなく、社内からの選抜により人材を得

ることができる場合もあろうし、取締役会と

は異なるが、取締役会とは別に「アドバイザ

リー・ボード」を設けることによって経営に

対する助言を得ようとする企業もある。 

 ⅲ）企業情報の提供が困難、機密漏洩の憂

慮 
 ⅳ）社内事情等、経営に関する理解不足 
 一方、当団が面談を通じて感じられた社外

取締役制度に関する問題点としては、次のこ

とが挙げられる。 
ア） 商法、証券取引法、大統領令などに非常

に詳細かつ厳格に規定されている資格

要件を充足し得る人材を確保すること

の困難さ 
イ） 充分な検討を踏まえた経営意思決定を

行い得る情報入手と経営判断能力の必

要性 
韓国での実態を通じて、社外取締役制度に

ついては一概に制度の黒白を付けることはで

きないのではないかと感じられた。 

ウ） 大株主・経営からの独立性。現状では、

候補者の選定時、株主総会での選任時と

もに大株主の影響を強く受けている。 
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（2）監査役監査と監査委員会監査 
 先に述べておかなければならないが、監査

委員会についてみた場合、韓国においてそれ

が制度として適切に監査機能を発揮し、また

運用されているかどうかについて、当団はそ

れに関する確証を得ることができなかった。

繰り返し述べるように、韓国では国際機関等

からの要求を受け、米国型機関構造の導入が

急遽行われた。そのためか、監査委員会の導

入そのものの是非に関する議論が戦わされる

という状況ではなく、むしろ、既に導入され

た制度を如何にして機能的に運用し、または

改善を図っていくかということに焦点が移っ

ているように思われる。 
また、監査委員会に対する評価については、

制度移行時に監査役であった者について監査

委員への横すべり就任を許容したために、監

査委員の構成に大きな変動がないこと、制度

導入後間もないことなどの理由から、未だ評

価を出せる段階にないとの見解が多く聞かれ

た。 
 そうとはいえ、面談者の一部が認めるよう

に、監査委員会は形の上で監査役に取って代

わられたに過ぎないとの印象が拭えない。む

しろ我々が印象的だったことは、制度やシス

テムの相違は別として、監査役あるいは監査

委員会が発揮すべき監査機能や具備すべき必

要条件について、凡そ我々と同様の認識を抱

いていることであった。監査に関して韓国で

認識されていることは、 
① 監査を行う者が経営から独立している

こと。 
② 経営に関する情報入手の重要性とそれ

に基づく予防監査の必要性 
③ 内部統制を充実させることによる経営

リスク管理の必要性 
などである。 
 従来より、韓国では必ずしも監査役が有効

な監査機能を発揮してきたとは認識されてい

ないようであるが、これは、監査役の選任が

事実上、大株主により指名され、監査役の独

立性が阻害されてきたためであるといわれて

いる。さらに、監査役は事後監査を行う機関

であると理解されている向きがなくもなく、

一部の面談者からは、監査役は名誉職と化し

ていたとの声も聞かれた。なお、監査役とい

う役職位に対する日韓の間の認識については

興味深い違いが見られ、それは、人事ローテ

ーションにおける監査役の扱いに現れている。

即ち、韓国では、監査役という地位は社長や

重役に昇進するためのステップとされること

が多いということであり、取締役経験者が就

任することが多い日本と比して違いが顕著で

ある。 
しかし、監査役制度については監査体制を

効果的に構築し成果を上げている企業もあり、

今回面談した企業の一例をここに紹介したい。

この会社は監査役存置会社であり、経営者は、

監査を経営業務の補佐として位置付けている。

社内に各分野に精通した専門性の高い 6名の
管理職からなる監査部を配置し、その人選は

各部署からの推薦に基づき監査役が直接選任

する。監査部は単なる適法性の監査のみなら

ず、会社業務全般についてリスク管理と予防

監査に重点を置いた業務監査を行う。例えば、

売上債権や在庫の状況、購買原価についても

評価を行う。監査部は全てのコンピュータ端

末へのアクセス権を持ち、監査役は監査部の

予算について権限を持つ。また、監査役は社

長と毎日意思疎通を行っているという。 
韓国では、金融危機を前後して監査機能に

対する企業の意識が大きく変化したとの見解

が多く聞かれた。現在、韓国企業が監査に求

めている具体的な役割とは、会社のリスク管

理、予防監査、コンプライアンスなどであり、

とりわけ内部統制組織・機能の充実の必要性

については多くの方々との面談を通じて実感
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できたことである（注 34）。その変革を最も強

く求められているのが、公的資金の注入を受

けた会社など金融機関であった。 
 上記に掲げた三つの事項は、いずれも監査

役制度を採ろうと監査委員会制度を採ろうと

も達成は可能であり、この点でどちらの制度

やシステムのもとでしか監査機能が発揮され

ないということはないものと思われる。しか

し、如何なる制度的枠組みの中に監査が位置

付けられるべきかということは、どのような

システムであることが、より監査機能の充実

にとって適切であるかということで判断され

るべきことであろう。この点で、監査役と監

査委員の本質的な相違は、取締役であるか監

査役であるかという立場の違いにあり、経営

意思決定に直截的に参画するかどうかという

ことが最大の要素となる。ある面談者からは、

取締役会の議決権を有することは経営に対す

る責任ある監査を行わしめる根拠であるとの

意見が述べられた。投票行動を通じた経営監

督に重きを置いた発言であると思われる。し

かし、これについてはむしろ、厳然と立場を

違えた者による監査役監査のほうが、より客

観・公正な監査を期待できるというべきでは

ないか。何故ならば、二元的システムにおけ

る監査役のほうが監査の独立性が制度的に確

保されていると考えるからである。さらに付

け加えるならば、一元化されたシステムにお

ける監査委員による監査は自己監査に該当す

るばかりか、監査担当者が同時に経営主体で

もあるという二律背反の矛盾から、ひとたび

監査と経営とが融合・一体化するという陥穽

に嵌るならば、監査機能を完全に喪失せしめ

る危険性を孕んだ制度であるということであ

る。特に韓国の場合、株主＝経営者という特

殊な株式所有構造であるが故に、その懸念な

しとしない。一元制とは、そうしたリスクを

内在したシステムなのである。このことは、

米国での不正会計問題でも顕著に示された現

象であるといえよう。 
翻ってわが国改正商法における監査役監査

と監査委員会監査では、韓国のそれと同様、

監査委員会に監査役の権限をほぼそのまま移

行させていることから、両者の権限、機能に

大差はないように見える。思うに、会社のガ

バナンスに不可欠な要素は、会社の意思決定

と業務執行が適切に行われ、それら意思決定

と業務執行に対するチェックが適切かつ有効

に機能することであるが、これらの要素を会

社の機関構造としてどのように構成し、具現

化するかについては様々な方法があり得る。

しかしながら、上記のことを踏まえ監視監督

機構を会社の経営管理機構全体から冷静に鳥

瞰し、如何なる形態のもとにこれを組成する

ことが、より堅牢で頑強な監査機構を構築し

得るのかを考えるならば、その解は自ずと明

らかであろう。 
また、監査役制度よりも社外取締役を中心

とした監査委員会方式のほうが経営の管理コ

ストとしては合理的であるとの意見もあった。

仮にこの指摘に該当する場合であっても、両

制度の差に起因するコスト差は経営の巧拙か

ら生ずる差には程遠く、コスト安のみを理由

として委員会制度を選択するとすれば、それ

は安易な経済功利主義というべきであろう。 
 運用上の問題に関して、実効性のある監査

機能を有効に発揮させるための条件として、

当団が認識するように、韓国においても情報

入手権・接近権と常時監視に基づく予防監査

の必要性が強く説かれていた。このことは、

金融機関について、社内の内部組織である監

査部門の設置と併せて常勤の監査委員を必ず

選任することを求めている金融監督院の指導

にも現れている。たとえ監査委員会の下部に

附属的な内部組織が設置されたとしても、そ

れを以って監査委員全員を非常勤とすること

に代えることができないことの証左であろう。

監査機能の実効を上げるためには、常勤制で
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なければ達成することができないということ

を、当団は改めて確信することとなった。 
さらに、今回の面談を通じて感じたことは、

監査役と監査委員会とが異なるシステムであ

るという制度設計上の相違というよりはむし

ろ、その制度をどのように運用しているのか

という実態面にこそ、企業ごとに大きな違い

を生じさせているということである。その意

味で、多くの面談者から指摘された「（制度

を支える）人の使命感が何よりも肝心である」

という言葉は意味深い。このことから少なく

ともいえることは、制度やシステムの生殺与

奪を握るのはそこに存在する「人」であり、

「人」の使命感、倫理観こそが制度の優越論

を超えた本質であるということではなかろう

か。 
 韓国では、財閥解体を契機とする外資参入

規制の緩和・撤廃に伴って、外国人株主と外

国資本の流入が増大し、企業は経営の透明性

向上と説明責任を迫られることとなった。現

状、企業のコーポレート・ガバナンスへの取

り組みは、外国人持株比率が高く、また外国

資本導入を必要とするグローバル企業につい

ては委員会制度を導入し、これを経営の透明

性向上と分かり易い IR 活動に積極的に活用
する動きが見られるものの、国内需要で対応

する企業については社外取締役の選任を最低

基準で満たすなど、名目上採用するにとどま

っているのが実態である。将来、韓国におい

て監査委員会制度がどの程度普及してゆくの

かという今後の動向であるが、今後、監査委

員会制度を導入した企業が国際的な評価を高

めていくことになるならば、その影響が他の

企業に波及することは充分考えられる。しか

し、監査委員会を導入するためには少なくと

も 2名以上の社外取締役を選任する必要があ
ることから、グローバルに市場を展開する一

部の国際的企業を除けば、所有者支配の強い

韓国において（即ち、現状のままでも所有者

の意思を経営に反映させることは充分に可能

である）これを敢えて導入するインセンティ

ブに欠け、監査委員会方式が一般的なガバナ

ンス形態となる可能性は低いというのが一般

的な評価のようである。 
 
おわりに 
 
今回の訪問・面談を通じて、韓国において、

社外取締役制度および監査委員会制度が導入

された直接の契機は 97 年に直面した金融経
済危機における IMF、IBRDなどからの「外
圧」にあったことは否めない。しかし注目す

べきは、韓国において、新たに導入された制

度を定着させ、運用させるための諸施策を極

めて現実的・実践的に装置し、それらを大胆

かつ徹底して実行に移しているということで

ある。 
わが国との文化、行政、法制度などの置か

れた環境や社会的基盤などの違いを考慮する

必要があろうが、韓国において実行され、運

用されている様々な制度や取組み、活動の中

にはわが国が参考とすべきことも少なくない

ように思われる。その個々具体的な是非は別

として、当団の目を惹いたことを挙げるなら

ば、 
① 政治的には、大統領令に見られる超法規

的かつ強力な法的対応手段の存在 
② 立法的には、商法、証券取引法、業法を

活用した、会社規模・業種等による区分

的規制の設定 
③ 行政的には、金融監督院による制度の定

着と運用改善に向けた金融機関に対する

継続的なフォーロー・アップ、内部監査

人の人材育成活動など。さらに、金融監

督院や韓国上場会社協議会が行っている

各種の指針・運用基準の設定に見られる

ベスト・プラクティスの策定と現場指導

などの活動 
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④ 社会的には、産官学間で行われている盛

んな人材交流（「民」から「官」への登

用のみならず、先般の金融危機では、公

的資金が注入された金融機関について

「官」から「民」へ積極的に人材が派遣
（注 35）されている） 
などである。 
これらはいずれも、金融危機からの脱出もし

くは企業改革の断行という、国家の重大なフ

ァンダメンタルを良循環に転換させるための

大きなファクターであり、環境であろうと思

われる。特に、③については民間企業の運用

を補完する重要な役割を担うものとしてわが

国も大いに参考とすべきではなかろうか。さ

らに、韓国は再び経済成長の道を歩み始めた

が、その背景として、国家的危機からの脱却

という全国民的な総意と明確な意識（注 36）の

共有、そして、果断な政策運営を可能とする

指導者の存在が大きい。今回の訪韓を通じて、

我々はこれらのことを改めて痛感することと

なった。 
 指導者という点では、旧経営陣の退陣に伴

い、韓国の経済界を牽引していくリーダーシ

ップを持った経営者の輩出が待たれているよ

うである。現在韓国では、多くの財閥で二世

への世代交代が進み、さらに三世へと移りつ

つある。かつて、日本をモデルにして経営ノ

ウハウを学んだ財閥創業者は少なくないが、

今やこれら財閥の後継ぎ子息の多くは米国な

ど海外で教育を受けた留学組であるという。

韓国では、経営者だけでなく知識階級の多く

が欧米に関心を払っており、その良し悪しは

別として、今後、あらゆる面で「欧米流」、

とくに米国流が主流となり、このような思考

と価値観が国家の動静にも影響していく可能

性が高いということも見逃すことができない。 
 当協会が韓国に調査団を派遣することは今

回が初めてのことである。今回の訪問にあた

り、韓国が米国型の機関構造を導入してから

まだ 2～3 年しか経ておらず、充分な情報開
示と分析が進んでいないという困難な状況に

もかかわらず、現地の情報収集と有識者・学

識者、実務家との折衝を一手に引き受けてい

ただいた、株式会社インタープロ（東京都千

代田区、韓国ソウル市）に対し、この場を借

りて感謝を申し上げる次第である。同社は韓

国 IT 企業の日本進出を支援するビジネスを
行っているが、今回は当団と韓国との橋渡し

をかって出ていただいた。また、韓国の会社

法制について実情を踏まえながら当団メンバ

ーに親切にレクチャーいただいた王 舜模副
教授（慶星大学校）に厚く御礼申し上げたい。 
折しも今年は日韓国民交流年にあたり、ま

た、歴史的行事である日韓共催のサッカー・

ワールドカップが開催された。わが国におい

て「制度間競争」の時代はキック・オフした

ばかりといったところであろうが、この報告

が何らかの役に立てれば幸いである。 
 
 
 
（注 1）「米国のコーポレートガバナンスと監
査委員会」本誌 439号 27頁以下（2001
年）、「フランス企業のコーポレート・

ガバナンス―その監視監督機構の特色

―」同 451号 17頁以下（2001年）参
照。 

（注 2）法務省民事局参事官室「商法等の一部
を改正する法律案要綱中間試案」（平

成 13年 4月 24日公表）に対する当協
会意見（本誌 446号 28頁以下）参照。 

（注 3）韓国の GDP（国内総生産）成長率は、
97年 5.0％、98年マイナス 6.7％、99
年 10.9％、2000年 8.8％と推移した（韓
国統計庁）。なお、IMFによる管理体
制は 2000年に解除、2001年には救済
融資を完済した。 

（注 4）韓国では、コーポレート・ガバナンス
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は「企業支配構造」と訳されている。 
（注 5）韓国では、1910年の韓国併合は合法と
されていないことに注意を要す。 

（注 6）70年代の韓国の繁栄は、首都ソウルを
横断する大河になぞらえて「漢江の奇

跡」といわれる。 
（注 7）韓国公正取引委員会は 30大財閥の内部
持分率を公表している。「内部持分率」

とは、「同一人」（グループ会長）、

「特殊関係人」（会長一族）、「系列

会社」、「自社株」の持分の合計をい

う。30大財閥の内部持分率は毎年概ね
40～50％で推移しているが、IMF危機
以後は、むしろ内部持分率が上昇して

いるとの指摘もある。詳細は柳町功「韓

国財閥における企業統治問題の展開―

コーポレート・ガバナンス論の韓国的

特徴と今後の方向性―」アジア経営研

究第 8号 43～44頁（2002年）参照。 
（注 8）財閥による異業種にまたがる多角的経
営は「タコ足拡張経営」と揶揄されて

いる。 
（注 9）ある面談者によると、例えば株主代表
訴訟が単独株主権とされていない理由

として、訴訟を厭わない積極的な民族

的性格に対する予防的意味合いがある

とのことであった。 
（注 10）証券取引法、上場会社については商法
の特例として持株要件の緩和を行って

いるほか、会社の資産額に応じた要件

が設定されている。したがって、権利

行使に必要となる持株要件は、上場／

非上場の別、会社の資産額の別に応じ

て判定されることとなる。 
（注 11）95 年の商法改正により、監査役の株
主総会招集請求権、子会社調査権の新

設、任期伸長（2 年から 3 年）が行わ
れた。また、96年の証券取引法の改正
では、①商法により監査役選任の際に

一株主が行使できる議決権は発行済株

式総数の 3％までに制限されているの
を、親族や系列会社など一定の特殊関

係が認められる複数の者を一株主の持

株と見なす、②総資産 1,000 億ウォン
以上の上場会社に 1 名以上の常勤監査
役の選任を義務付けるとともに、常勤

監査役として大株主や取引関係、親族

関係など、経営に影響力を有する者を

排除する、等の規定を新設した。 
（注 12）韓国において、財閥の成長を牽引した
のは総合商社であった。これは、戦前

戦後のわが国の財閥が、銀行をはじめ、

金融機関を中心核として企業集団を形

成・成長させたことと異なる現象であ

る。ちなみに韓国では、75年に日本を
模して資産規模や売上規模を基準に政

府が指定する「総合商社」が制度化さ

れている。 
（注 13）30 大財閥における「同一人」（＝グ
ループ会長）の持株比率は、毎年 1.5～
3％台で推移しており、僅かではあるが
減少傾向にあるようである（柳町功・ 

前掲注(7)44頁参照）。 
（注 14）グループオーナーは自ら経営の表舞台
に出ることはなく、グループ全体の指

揮・監督は「企画室」「秘書室」ある

いは「企画調整室」などと呼ばれる参

謀組織を通じて行われた。 
（注 15）当時の「五大財閥」とは、現代、三星、
大宇、LG、SKの各財閥をいう。 

（注 16）韓国特有の企業再建方式であるワー
ク・アウト（企業改善作業）が進めら

れた。財務体質の悪化した不採算企業

について専門家が評価し、減資、債務

の株式化などの手続により企業を再生

させた。清算も含まれる。 
（注 17）「ビッグ・ディール」という財閥間の
事業交換が考案され、多くは政府の勧
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告によって進められた。三星自動車と

大宇電子の事業交換計画（交渉は決裂

している）、現代電子による LG 半導
体の買収、現代自動車による起亞自動

車の買収などがある。しかし、ビッグ・

ディールの多くは「弱者連合」であり、

成功例が少ないといわれる。 
（注 18）変則相続・贈与とは、転換社債や新株
引受権付社債の低価格発行を通じて行

われる贈与形態をいい、主に財閥の二

世・三世らに対して幅広く行われてき

た。これにより、無税または少額の税

額で多数の系列企業の財産および経営

権を相続した。 
（注 19）詳細は王舜模「韓国におけるコーポレ
ート・ガバナンスと商法の最近の動向

〔下〕」旬刊商事法務 1572号 24頁以
下（2000年）参照。 

（注 20）商法 415条ノ 2第 2項では、①会社
の業務を担当する取締役及び使用人、

または最近 2 年内に業務を担当する取
締役及び使用人であった者、②最大株

主が自然人である場合は、その本人、

配偶者、及び直系尊属・卑属、③最大

株主が法人である場合は、その法人の

取締役、監査役、及び使用人、④取締

役の配偶者及び直系尊属・卑属、⑤会

社の親会社または子会社の取締役、監

査役、及び使用人、⑥会社と取引関係

など、重要な利害関係にある法人の取

締役、監査役、及び使用人、⑦会社の

取締役及び使用人が取締役となってい

る他の会社の取締役、監査役、及び使

用人が挙げられている。 
（注 21）「常務に従事」とは、常勤して職務に
あたることを意味する。 

（注 22）証取法 54条の 5第 4項または 191条
の16第3項は社外取締役の不適格要件
を列挙し、これらに該当する者は社外

取締役に選任することはできないとさ

れている。その内容は、①証取法 191
条の12第3項1号乃至4号に該当する
者（後掲注 23）、②当該会社の株主と
して、議決権ある発行済株式総数を基

準にして、本人及びその特殊関係人が

所有する株式数が最も多い場合の当該

本人（最大株主）、③最大株主の特殊

関係人、④当該会社の主要株主（自己

の計算で議決権ある発行済株式総数の

または出資総額の100分の10以上の株
式又は出資証券を所有する者）、その

配偶者及び直系尊属・卑属、⑤当該会

社又は系列会社の役職員（常務に従事

した者、同以下）、または最近 2 年以
内に役職員であった者、⑥当該会社の

役員の配偶者及び直系尊属・卑属、⑦

当該会社と大統領令で定める重要な取

引関係、又は業務上の競争関係あるい

は協力関係にある法人の役職員、また

は最近 2 年以内にその役職員であった
者、⑧当該会社の役職員が非常勤取締

役となっている会社の役職員、⑨その

他、取締役としての職務を忠実に遂行

することが困難であるか、または当該

会社の経営に影響を及ぼし得る者とし

て大統領令で定める者、を挙げている。 
（注 23）①未成年者・禁治産者、準禁治産者、
②破産者としてまだ復権されていない

者、③禁固以上の刑を受けてその執行

が終了した日、あるいはその執行を受

けないものと確定された日より 2 年を
経過しない者、④証券取引法によって

解任又は免職された日より 2 年を経過
していない者、を挙げている。 

（注 24）商法上、監査委員会を設置した場合に
は監査役を置くことができないとされ

ている。 
（注 25）韓国上場会社協議会は 1973年に上場
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（注 29）「株式会社の外部監査に関する法律」
は、証券取引法上の外部監査制度との

一元化を図るとともに、外部監査の対

象を一定資産規模以上の会社に義務付

けた商法の特例法である。当初は資産

総額 30 億円以上の会社を対象とした
が、現在は 70億円以上に引き上げられ
ている。 

会社を会員会社として政府（現 財政経
済部）の許可を受けて設立された非営

利社団法人である。その後 97年、証券
取引法によって証券関係団体に指定さ

れた。2002年 8月 26日現在の会員数
は、上場法人 675 社、その他金融監督
院に登録した法人（登録法人）および

外部会計士監査を受ける法人 17 社で
ある。研究事業、建議事業、教育・研

修事業、監査関係事業などを主な事業

としている。 

（注 30）証券取引法では、上場会社の株主総会
の招集の通知について、議決権ある発

行済株式総数の 100分の 1以下の株主
については会議の目的たる事項を日刊

新聞紙上に 2 回以上公告することをも
って代えることができる。 

（注 26）韓国商法では監査役の選任に関して、
発行済株式総数の 100分の 3以上を有
する株主は、その超過する保有分につ

いて議決権が制限される。これは、監

査役選任にあたり支配株主からの独立

性を確保させるためであり、韓国独自

の規定である。 

（注 31）韓国では、業務執行にあたらせるため
の非登記役員を多数選任しているのが

一般的である。大手財閥会社の場合、

その数は 100 名以上にのぼる。商法上
の取締役の人数を抑制するためであろ

う。 
（注 27）「大統領令」とは、大統領が自らの職
務責任において定めることができる命

令のことであり、その性質と効力によ

って国民の権利・義務に関係ある法規

命令と、行政組織内部のみを規律する

行政命令（行政規則）に区分される。

法規命令は憲法或いは法律上規定があ

るときのみ効力を持つが、行政命令は

職権の範囲内で発揮できる。韓国憲法

は第 75、76条において、大統領が非常
命令・委任命令及び執行命令を下すこ

とができる根拠及び範囲を定めている。 

（注 32）金融監督院は金融監督委員会の下部組
織であり、銀行、証券、保険等、従来

金融監督機構が分けられていたのを、

97 年 12 月にこれらを統合して設置さ
れた無資本の特殊法人である。金融監

督委員会又は証券先物委員会の指示を

受けて、金融機関に対する検査、監督

業務等を行っている。 
（注 33）韓国上場会社協議会が定める「積極的
資格条件」とは、①上場法人の役員と

して 3 年以上、部署長級以上の職位で
は 5 年以上勤務した者、②外部監査対
象法人の役員として 5 年以上、部署長
級以上の職位では8年以上勤務した者、
③軍隊で将校以上の職位で 5 年以上勤
務した者、④政府投資機関、金融監督

機関、経済団体、各種研究所の役員と

して 3 年以上勤務した者、⑤政府投資
機関、金融監督機関、経済団体、各種

（注 28）韓国において初めて株主代表訴訟が提
起されたのは、韓宝鉄鋼㈱に不法貸付

を行った第一銀行の役員に対して起こ

された 97年の代表訴訟であり、初めて
の代表訴訟にして株主側が勝利した。

今回の訪韓で面会したジャン・ハソン

教授（高麗大学）の活動により提訴さ

れたものであった。代表訴訟の提起件

数はその後徐々に増加している。 
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                                        研究所の職員として 12 年以上勤務し
た者、⑥博士号を取得し、当該分野で 5
年以上勤務した者、⑦弁護士、公認会

計士、税理士、技術士、経営指導士等、

社外取締役の業務遂行と関係がある公

認資格を持っている者であり、当該職

で 5 年以上勤務した者、⑧専任講師以
上の教授であり、韓国及び外国の大学

校で経営、経済、法律又は関連技術分

野で 5年以上講義した者、である。 
（注 34）今回面談したチョン・グァンソン氏（企
業支配構造改善支援センター院長）の

講演資料によると、現在、社内監査の

ための附属機関を設置している会社は

約 60％、人数で 7名程度、監査委員会
が附属機関の長を推薦したり、任命同

意権を有する会社は約 35％とのことで
ある。ちなみに、当協会が実施した実

態調査（本誌 454号 61頁、2002年）
によると、内部監査部門に関し「独立

の部門がある」のは 50.2％、「兼務部
門がある」のは 16.5％である。 

（注 35）特に、公的資金が注入された銀行、生
保など金融機関については行政府より

大勢の人材が派遣されたようである。

これは、必ずしも一時的・緊急的な措

置ではないであろうとの見解が見られ

た。ただし、マスコミによる「天下り」

批判は存在するとのことである。なお、

公的資金導入の際、経営者に対する責

任追及は民事・刑事を含め、あらゆる

法的手段により厳しく行われたとのこ

とである。 
（注 36）国民結集の証として、金（ゴールド）
募金運動が起こった。この運動には315
万人が参加し、延べ 227 トンもの金が
集まった（辺真一＝許仁成『韓国経済

ハンドブック』94頁参照）。 
 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


